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中国・深圳の視察（その３） 

壮大な国家戦略を掲げる共産党 

今回、巨大な電子商店街や活発なベンチャ

ー企業の創業ぶりを深圳で視察し、中国は目

下、資本主義自由経済の道を突き進んでいる

ように思いました。しかし一方では、指紋や

顔認証、電子決済を通じた消費履歴など国民

のプライバシーや生活情報を政府が監視・統

制する高度な管理社会も実現しつつありまし

た。中国は、自由と統制を両立させようとし

ているといえます。 

民主主義国家で育った日本人としては、は

たして自由と統制が両立するのかという疑問

が出てきます。２００８年９月にリーマン・

ショックが発生した後、中国が崩壊するので

はないかという議論が日本国内でも巻き起こ

りました。そんな２０１０年、私は１人で中

国に行って多くの政府関係者や企業関係者と

面談したのですが、これで中国は崩壊しない

と確信しました。というのも、選挙のない国

の為政者のほうがよほど民意に敏感であると

直感したのです。すなわち、中国は共産党一

党の独裁政権であっても為政者は、１３億５

０００万人の国民の不平不満の解消に細心の

注意を払って取り組んでいます。選挙時点の

民意がその後も続いていると勘違いしている

日本のような民主国家の政治家とは違って、

中国の為政者の緊張感というのは極めて強い

と感じたのでした。 

 

●イノベーションの自由と社会主義の統制 

 中国ではこの２月に、国会にあたる全人代

（全国人民代表大会）で憲法を改正し、従来

は連続２期１０年だった国家主席の任期を撤

廃しました。ですから１期を経た今の習近平

体制は、５年ではなくさらに１０年から１５

年は続く可能性があります。 

では今の中国はどのような方向に進もうと

しているのか。習近平氏の演説ではイノベー

ションと社会主義が重視されています。言い

換えれば、そのような形で自由と統制との両

立を図ろうとしているのです。 

中国ではこれまで１人っ子政策を続けてき

たので、今後は日本と同様に少子高齢化が急

速に進んでいきます。それで、これを看過し

ていると国力が衰えてしまうという危機感を

中国の為政者も強く持っていて、深圳を中心

にイノベーションを起こすという国策を推進

すべきと考えているのです（中国による特許

の４分の１は深圳から出ている）。 

そして、習近平体制の長期化を前提に中国

の政治に安定感が出てきたことは、体系的で

 

地元にはサラリーマンから就農された方がい
らっしゃいます。先日、お話を伺う機会があ
りました。ハローワークで農業大学校の職業
訓練コースが目に止まり、就農を決めたそう
です。新たな栽培方法を試みるなど創意工夫
して取り組んでいらっしゃいました。 
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スケールの大きな戦略にもつながっています。

これは今回立ち寄った香港でも感じました。

香港では今秋、中国本土とを結ぶ高速鉄道の

駅が完成する予定です。日本の新幹線網が２

７００キロなのに対し、中国の高速鉄道網は

２万３０００キロにも達しています。時速３

００～３５０キロで走る中国の高速鉄道を利

用できるようになれば、香港から深圳まで１

４分（従来の鉄道では４０分）、北京まで８

時間半（同２４時間）で行けるようになるの

です。中国の高速鉄道は２０２０年までに３

万キロ、２０２５年までに３万８０００キロ

へと延長されます。また最近、中国出張でこ

の高速鉄道を利用した方から、「運行時間は

正確で揺れも日本の新幹線より少なく、社内

も静かで乗り心地に満足した」と伺いました。 

 

●戦略的な「一帯一路」政策の目的 

また、アジアとヨーロッパを連結する陸路

と海路による巨大な貿易圏を目指すのが中国

政府の「一帯一路」政策ですが、この貿易圏

は人口４４億人で、経済規模ではＧＤＰで２

０兆ドルを超えるものとなります。特に重要

な点は大半が途上国だということです。中国

は高速鉄道、道路、発電所、港湾などのイン

フラ投資を通じてそれらの国々との結び付き

を強め、地政学的な優位性の獲得も狙ってい

ます。つまり、高速鉄道を伸ばしていけば、

これを中心に人や物が集まってきて、自ずと

ユーラシア大陸の富も中国に集まるのです。 

同様に海上輸送についても、紅海入口に位

置するジプチ港に海軍基地をおいて運用を開

始し、スリランカではハンバントタ港の９９

年間の運営権を取得しましたし、パキスタン

のグワダル港では４３年間の用地使用権を取

得しています。このように着々と布石を打っ

ているのです。 

 

●測位で世界をカバーする中国の北斗衛星 

さらに、中国は宇宙でも布石を打っていま

す。私たちが日常的にスマホ等で使っている

カーナビの電波はすべてＧＰＳ衛星によるも

のです。しかしアメリカ空軍のシステムであ

るＧＰＳ衛星に依存したくないロシアはグロ

ーナス衛星、ＥＵはガリレオ衛星、中国は北

斗衛星をそれぞれ打ち上げて独自に位置測位

を行おうとしています。日本は年内に４機の

準天頂衛星でサービスを開始する予定です。

準天頂衛星は、私が閣議決定まで進めて導入

を実現したもので、我が国が独自に測位衛星

システムを構築することは今後、国の安全保

障にも寄与すると考えています。 

海外の衛星で最も注目すべきなのは、やは

り中国です。年内には１７機の北斗を打ち上

げる予定で、最終的には２０２０年までに３

５機の打ち上げを計画しています。北斗１８

機でユーラシア大陸を、３５機で全世界をカ

バーするのが狙いです。このように全世界を

カバーする独自の測位衛星を持つことで、他

国のシステムに依存することなく、中国は、

航空機や艦船の展開ができるようになります。 

 

●我が道を行く国家とどう共存していくか 

最後に、習近平氏の履歴について注目すべ

き点は、都会ではなく地方での任務が長かっ

た点でしょう。つまり、それだけ民衆の不平

不満をよくつかんでいるということです。 

深圳の日系企業の現地従業員の給与は月額

６万円ですので、１０万を超え１５万円にな

るまで、つまり「豊かになりたい衝動」が続

く間は、すべての矛盾を乗り越えて発展する

と思います。「自由、民主主義、基本的人権、

法の支配」など西洋的価値観に囚われない我

が道を行く国家とどう共存していくか。それ

が日本政治にとっても大きな課題です。 


